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第一章 はじめに
2002年12月、アメリカの内国歳入庁（Internal Revenue Service：以下
IRSとする）の「大企業・中企業部門（Large and Mid-Size Business：以下
LMSBと
(１)
する）」は、新たに特殊な調査プログラムとして、限定争点集中
調査（Limited Issue Focused Examination：以下 LIFEとする）を導入した。
従来から、アメリカの連邦税調査過程においては数多くの行政プログラム
が実施されてきているが、この LIFEはそれらの中でも比較的に最近にな
って実施されはじめたものであって、当該分野におけるアメリカの今日的
な動向を垣間見るという観点からして、極めて興味深い制度である。
この調査制度は、端的に言うと、IRSの担当調査官（ないし担当調査班）
と調査対象納税者とが、書面による合意のもと、調査対象とする争点を一
部の重要なものへと絞り込み、その限定された争点（limited issue）をめ
ぐって、協調（cooperation）して集中的に調査を実施するというものであ
る（IRM 4.51.3.1.1(04-01-
(２)
2004)2)。本制度が達成すべき目標として、①
調査対象納税者の調査対応負担の軽減（Customer Satisfaction）、② IRS
調査職員の調査作業負担の軽減（Employee Satisfaction）、さらに③これら
両者の負担軽減と協調的態度を通じて調査を効率的かつ実効的に進捗さ
せ、その結果として調査の質的成果を向上させること（Business Results）、
といった点が念頭に置かれている（IRM 1.1：1）。
ひるがえって、これらの点に関しては、一般的に見てわが国の税務調査
行政にとっても、とりわけ、少ない人的資源において効率的な調査の実施
を迫られているわが国の税務調査に係る行政機関や、事業遂行に与える税
務調査の負担を可及的に軽減させたいと考えるわが国の事業納税者にとっ
ても、当てはまるのではないかと思われる。もっともだからと言って、こ
のことから直ちに、わが国にも LIFEのような特殊な調査制度を導入する
ことが可能である、又は、妥当であるということにはならない。
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こういったアメリカの特殊な調査制度をわが国に導入すべきか否か、ま
た――仮に導入すべきとして――どのようなかたちで導入すべきなのかと
いうことを考察するに当たっては、わが国の法制度や法状況を念頭に置き
つつ、この調査制度を法理論的かつ法政策的な観点から十分に吟味する必
要がある。さらに、そもそも本制度が 2002年という比較的に最近において
導入されたことからして、彼の国においてもいまだ制度として十分に定着
しているものとは言えず、かつ、本制度をめぐって研究者等の間でいまだ
十分な議論の蓄積がなされているものとも思われない。
以上の理由から、さしあたり本稿では、LIFEという調査制度につき、
わが国現行法制への具体的かつ実践的な「提案」を得るという観点からの
比較法的考察にまでは踏み込まないこととする。そのかわりに本稿では、
LIFEそのものの概要を紹介しこの“手続構造”を分析するとともに、そ
の手続構造を規定している“志向”がいかなるものであって、さらにその
志向がアメリカ連邦税調査行政の今日的動向の中でどのような位置づけに
あるものなのかを理論的に把握することを試みる。そしてこのような基礎
的考察をおこなうことを通じて、将来の実践的な比較法的考察へとつなが
りうる何らかの「足がかり」を見出したい。
こういった観点から、以下本稿では次の手順で考察をすすめる。すなわ
ち、まず第二章において、LIFEの概要を内国歳入マニュアル（Internal
 
Revenue Manual（以下 IRM とする）4.51.3）に依拠して紹介し、その手続
構造を確認するとともに、その背景にある志向を分析する。ついで第三章
では、近時アメリカ連邦税調査行政において大きな進展を見せており、か
つ、しばしば LIFEもその延長として捉えられているとこ
(３)
ろの各種の代替
的紛争解決（Alternative Dispute Resolution：以下ADRとする）制度を紹
介し、それぞれの手続構造を分析した上で、それら手続構造がいかなる共
通の志向によって支えられているのか、またその志向が LIFEのそれとい
かなる関連性を有するものであるのかに関して考察
(４)
する。かくして LIFE
という一つの特殊な調査制度の理論的な意義を、その制度そのものから内
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在的に（第二章）、かつ、ほかの関連諸制度とのつながりから外在的に（第
三章）把握した上で、第四章においては、わが国が LIFE、さらには
ADRといったアメリカの手続制度から比較法上の実践的な示唆を得るに
当たって留意すべき点を指摘しつつ、今後の研究の方向性を提示したい。
第二章 限定争点集中調査（LIFE）の概要
本章では、まず第一節において LIFEが従来の調査手続といかなる点で
異なっているのかを確認した上で、このプログラムの対象となりうる事案
類型を指摘する。ついで、第二節において LIFEの手続の流れを、その利
用を認めるかどうかの決定から、その実施を経て終了に至るまで、具体的
に紹介していく。そして第三節では、この LIFEがいかなる手続構造であ
るのかを分析し、その手続構造の背景にある志向について把握
(５)
する。
第一節 LIFEの特質
LIFEが、従来からの全範囲調査（full scope examination）と異なる点
は、まずもって調査計画が、調査人員等の「資源主導（resource-
driven）」で立てられるのではなく、「争点主導（issue-driven）」で立てら
れることにあるとともに、調査対象となる範囲が「重大性（mater-
iality）」の概念に基づき限定されることにある（IRM 1.2：2.A,B）。
すなわち、従来からの全範囲調査では、担当調査官は、納税申告書上見
出した「普通でない大きな額の疑問の余地ある項目（Large, Unusual and
 
Questionable (LUQ) items）」（IRM 4.10.2.3.1(05-14-1999)1）につき、調査
に係るリスク分析――調査を実施することによって生じうる更正の成果と
IRS側が投入せざるをえないであろう調査資源との比較分析（IRM 4.10.2.
4.1(05-14-1999)1）―― を実施した上で、更正の成果が高いと判断される
LUQ項目については、“全て”調査の対象としてきた。
これに対し LIFEでは、これら通常の調査リスク分析を通じて絞られた
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LUQ項目が、さらに重大性という観点から絞られることとなる。いわば
LIFEで調査対象となるのは、“重大な”LUQ項目のみに限られると言え
ようか。逆に言うと担当調査官は、原則として、これら調査対象項目以外
の LUQ項目については、もはや論及する必要がなくなるのであり、また
あえてそれらの調査を実施しようとする場合には、事前に自己の上司（統
括係官：team
(６)
manager）の承認が必要となる（IRM 1.2：2.D,E）。
このほかにも LIFEでは、後述のように従来からの全範囲調査の場合で
あれば担当調査官が履行しておかねばならない、必要的な納税遵守チェッ
クやステップ（mandatory compliance checks and mandatory steps）につい
て、“省略する（waive）”ことも認められる（IRM 1.2：2.C）。さらに納税
者に関しては、限定された争点に係る担当調査官による調査実施に際し、
後述の「諒解メモ」にしたがって協力するよう求められることも、従来か
らの全範囲調査においては見られない点である（IRM 1.2：
(７)
2.F）。
ついで、この LIFEを実施しうる事案であるが、LMSB所轄のあらゆ
る調査において、この LIFEの利用が検討されるべきとされており（IRM
2.1：1）、ひろくこの制度が用いられることが目指されているようで
(８)
ある。
ただし納税者が、従前に重大な納税不遵守をしていた場合、過去に IRS
の発する任意の資料要求措置たる「資料提出要求（Information Document
 
Request：IDR）」に対し協力的でなかった場合、ほ脱をしている徴憑が認
められる場合、租税回避取引を適切に開示していなかった場合、諒解メモ
上の約束を遵守しうる意思も能力も認められない場合のほか、重大な争点
が数多くあり調査対象範囲を絞ることがそもそも不合理であるなどの場合
には、たとえ納税者からの要請があっても、担当調査官は LIFEの利用を
拒否しうるものとされる（IRM 2.
(９)
1：2）。
第二節 LIFE手続の流れ
第一項 調査に係るリスク分析
担当調査官、統括係官、さらに専門調査官（specialists）は、申告書の
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検査時から、LIFEの利用につき検討すべきとされる（IRM 2.2：2）。また
担当調査官は、調査の初期段階で、調査対象納税者との間で LIFEの利用
について話し合うべきとされる（IRM 3.2：1）。このさい担当調査官は、
納税者に対し次の事柄を説明せねばならない。すなわち、① LIFEがあら
ゆる調査において適切なものではないこと、② LIFE実施の決定権限は
IRS側にあること、③この最終的な決定は調査に係るリスク分析の後に
なされること、④ LIFEで使用される「諒解メモ」の指定書式記載の用語
に関しては交渉による変更の余地がないこと、⑤ LIFE実施を拒否する担
当調査官の決定について納税者は不服審査局（Office of Appeals）へと不
服申し立てをなし得ない
(10)
こと、⑥「諒解メモ」上の約束にどちらか一方が
違反した場合には他方当事者は LIFE手続を終了しうることである（IRM
3.2：2）。
この話し合いを受け、納税者が LIFEの利用に前向きな姿勢を示した場
合には、担当調査官は、LIFEの対象とする争点を選定するため、当該調
査事案に関し次のような分析を実施する。すなわち、前述のように、まず
申告書上の LUQ項目を識別し、それら項目に関し通常の調査リスク分析
を実施した上で、調査対象項目を絞る（IRM 3.3：1）。なお、この担当調
査官による調査リスク分析に当たっては、IRS内の専門の調査職員が関
与するほか、納税者も関与することが望ましいものとされる（IRM 3.3：2,
3,4,7,9）。その後、このリスク分析を通じて絞られた調査対象諸項目――通
常の全範囲調査では全て争点となりうる――を、次項で述べるように、さ
らに「重大性」という基準から絞り込むべく分析を実施する。
以上の流れを理解するための参考として、内国歳入マニュアルの別表
「Exhibit4.51.3-3(04-01-2004)」では、“仮設例”が挙げられている。形式
等につき若干筆者のアレンジを加えた上で訳出し、本稿最後に付してお
く。
第二項 ?重大性（materiality）」基準
LIFEにおいて、「重大性」の基準を適用することは、調査対象範囲の
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限定のための最も決定的な要素であるとされ、この基準の適用を通じて担
当調査官は、調査対象納税者の納税義務全体の見地から最も重大な争点、
それゆえ最も納税遵守につきリスクの高い（greatest compliance risks）争
点に調査の焦点を絞ることとなる（IRM 3.4：3）。
この「重大性」とは、租税法上の概念というよりは会計上の概念である
とされ、適正な納税義務を決定するにあたり最も関連性のある項目を識別
するために用いられる質的量的概念（qualitative and quantitative concept）
であるとされる（IRM 3.4：1）。そしてある項目が重大か否かを判定する
にあたっては、その項目そのものの価値のみならず、所得、費用、税額等
のその他の申告書上の項目との関係性も考慮される（IRM 3.4：1）。
もっとも、このような抽象的な「重大性」を判定するための媒介的な基
準として、次の三つの「主要な指針（key principles）」が挙げられている。
まず第一の指針として挙げられているのは、調査対象項目の『金額
（dollar value）』である（IRM 3.5：1）。すなわち、その項目の金額が大き
ければ大きいほど、納税者の納税義務全体への影響が大きくなるがゆえ
に、「重大性」基準を満たしうることになるとする。ついで第二の指針は、
『恒久性（permanency）』である（IRM 3.5：2）。すなわち、仮に同じ金額
の項目が問題となっているにしても、納税義務に対し恒久的な影響を及ぼ
しうる項目は、将来の課税年度においてその影響が解消することになる項
目よりも、より重大であるものとさ
(11)
れる。そして第三の指針として、『年
度帰属（timing）』が挙げられている（IRM 3.5：3）。これは、誤った課税
年度に申告された所得項目や控除項目の問題である。この問題を考えるに
当たっては、所得が繰り延べられ（deferred）、又は、費用が加速化される
（accelerated）年数を考慮せねばならないとされ、繰り延べ又は加速年数
が長ければ長いほど、その項目は重大と判定さ
(12)
れる。
以上の三つの主要な指針のほかにも、「重大な」項目かどうかを判定す
る考慮要素として、会計方法の変更や租税回避が認められること等の点が
挙げられ、これらの点をも重視すべきものとされている(IRM 3.5：4～9）。
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もっとも、この「重大性」を判定するにあたっては、担当調査官による、
関連する全ての事実や状況を総合的に考慮した上での専門的判断にゆだね
られているのであって、いかなるケースに対しても、当てはめさえすれば
答えを導き出しうるような、普遍的な経済的・数学的定式や基準は存在し
ないものともされる（IRM 3.5：10;IRM 3.4：2）。
第三項 諒解メモ（Memorandum of Understanding：MOU）
以上に述べてきたように、「重大性」基準により争点項目の絞り込みが
なされた後に、「諒解メモ」締結に向けた話し合いがなされる。この際に
は、将来 LIFE実施の中で担当調査官又は納税者によりこころみられう
る、調査対象範囲の拡張の「最下限」が確定される（IRM 3.6：1.B）ので
あるが、この最下限――「重大性閾値（materiality thresholds）」――の意
義に関しては後述する。なお担当調査官は、LIFEを利用するかどうかを
めぐって、納税者との間で十分に議論を尽くすための資料として、全範囲
調査の場合の争点リストと LIFEの場合の争点リストとをそれぞれコピー
の上、納税者に対し交付する（IRM 3.6：2;IRM 4.1：3）。
この話し合いを受け、担当調査官と納税者との間で LIFE利用の合意が
成立した場合には、最終的に LIFE実施の決定権限を有する（IRM 2.2：
3）、担当調査官の上司である統括係官と納税者との間で、重大性閾値を含
む「諒解メモ」が締結されることになる（IRM 2.2：1）。この諒解メモは、
法的強制力のある合意（legally enforceable agreement）ではないものの、
LIFEに係る調査の土台（cornerstone）をなすものとされており、当該調
査の中心的な側面を規定し、担当調査官及び納税者双方の明確な役割と責
任を示すものとされる（IRM 4.1：1）。
LIFEにおいては、指定の諒解メモが必ず使用されねばならず、また
LIFEの一貫した利用を確保するため、この諒解メモ上に記載されている
規定、責任、文言は、当事者の合意によっても変更してはならない（IRM
4.1：2）。さらに諒解メモでは、調査終了目標期日（targeted completion
 
date）が記載されねばならぬほか（IRM 4.2：5）、IRSからの資料提出要求
早法81巻３号（2006）198
への納税者の応答期間が明示されねばならない（IRM 4.8：2）。
諒解メモが締結されると、統括係官は、所得の推計調査や在庫状況チェ
ック等の、全範囲調査であれば担当調査官による必要的調査事項とされて
いる調査ステップのいずれか又はすべてを省略することを認めうる（IRM
3.
(13)
6：4）。ただしこの点、従前や以降の所得税申告書、さらには関連する所
得税申告書の調査に関しては省略し得ない（IRM 3.6：7；IRM 3.8）。
第四項 LIFEの実施
諒解メモが締結された後、担当調査官は、そのメモにしたがって調査計
画を策定し（IRM 3.7：1）、調査を実施することになる。以下では、この
LIFEを構成している重要な要素を中心に紹介しよう。
まず諒解メモを締結し、LIFE実施に同意した納税者は、この調査を速
やかに完了させるために、担当調査官に対し、納税者の事業、会社の構
成、財務状況、会計帳簿等の概要、調査対象期間中の重要な出来事や取
引、さらには争点項目等につき、説明に努めることが望ましいものとされ
る（IRM 4.3：1）。また LIFEが迅速に完了するためには、納税者と担当
調査官との間でのコミュニケーションが肝要であるとの観点から、両当事
者は、定期的な協議を開くための日取りを、日ごと、週ごと、月ごととい
った頻度で決めることが望ましい（IRM 4.7：1）。さらに両当事者とも、
従前の調査時（cycle）や課税年度についての紛争解決に係る情報を入手
しだい、速やかに互いがその情報を共有できるように配慮し、かつ、その
情報が繰り返し（recurring）争点や繰り越し（rollover）
(14)
争点に関するも
のである場合には、それが現在の調査に与える影響を話し合わねばならな
い（IRM 4.7：2）。
次に先にも触れたが、LIFEの対象となる争点項目の選定の後に設定さ
れる“重大性閾値”についてである。そもそもこの閾値は、諒解メモが取
り結ばれて以降、LIFE実施途中になって、担当調査官又は納税者が自由
に調査対象範囲を拡張すること（すなわち争点を追加すること）を制約する
ために設けられるものであり、この種の制約を設けることを通じて、両当
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事者とも選定された争点に集中し、調査を適時に完了させる趣旨である
（IRM 4.5：1）。この閾値は、「金額」でもって“量的に”示されねばなら
ないが、具体的なこの「金額」については、LIFEに係る調査計画上の各
争点類型（費用や税額控除等）のうち“最低限”の金額に基づくものでも、
又は、担当調査官の専門的判断により算出された金額に基づくものでもよ
い（IRM 4.5：2）。具体的な重大性閾値の記載方法として、例えば、「Xド
ル超の所得に関する諸項目（Income Items exceeding＄X）」や、「総費用の
Y％超の費用に関する項目（Expense item exceeding  Y％ of Total
 
Expenses）」などといった体裁が挙げられて
(15)
いる。
しかしながら、重大性閾値が定められ、その結果、担当調査官は、この
閾値を下回る対象につき調査を実施することが原則として認められないと
される一方で、租税回避取引に係る項目、ほ脱に係る項目、公序違反項目
等に関しては、この閾値に服することなく見つけしだい調査を実施しうる
（IRM 4.5：8）。この点 LIFE実施途中、事前に報告されていた会計方針や
会計実務が納税者により遵守されていなかったことが判明した場合も同様
である（IRM 4.5：10）。なお、LIFE実施途中に担当調査官が調査対象を
拡張しようとするいかなる場合においても――たとえ重大性閾値を上回る
場合であっ
(16)
ても――、事前に統括係官の承認を必要とすることにも注意せ
ねばならない（IRM 4.5
(17)
：12）。
以上のように、担当調査官に対し制約があるのと同様に、納税者に対し
ても次のような制約が課される。すなわち、LIFEの適時の終了を目指す
観点から、納税者は諒解メモを締結するに当たって、LIFE実施途中に重
大性閾値を“下回る”主張（claims）や抗弁に係る争点（affirmative
 
issues）を提起しないことに自発的に同意せねばならない（IRM 4.6：2.A）。
また、重大性閾値を“超える”主張を提起する場合であっても、諒解メモ
で指定された期間内に全て提起することにも同意せねばならない（IRM 4.
6：2.B）。いずれにせよ、納税者が LIFE実施途中になって、新たな主張
や抗弁に係る争点を提起してきた場合には、担当調査官は、審査の上それ
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らを認めるか否かにつき決定する（IRM 4.6：1）。
もっとも、こういった、担当調査官ないし納税者に対する重大性閾値か
らの制約にもかかわらず、明らかな計算上ないし会計上の誤りや欠落に関
しては、双方が訂正する権利を有する（IRM 4.5：9）。ただしこれらの訂
正は、その性質において専門的なものでも法的なものであってもならず、
解決するのに時間のかからぬものでなければならない（IRM 4.5：9）。
さらに、LIFEの中で行われる資料提出要求に関してであるが、担当調
査官が納税者に対しこの要求を出すにあたっては、事前にそれに関し話し
合っておくよう勧められている（IRM 4.8：1）。この際には、その要求の
目的、その要求に応じるために求められる特定の記録資料、その要求の正
確な用語、そのほか納税者がその要求に対し効率的かつ実効的に応じなけ
ればならない旨の勧告をも含めておくべきものとされる（IRM 4.8：1）。
また各資料提出要求には、あらかじめ諒解メモ上定められた応答期間に
基づく応答期限日が付されており（IRM 4.8：2）、この期限日までに納税
者が十分に応答してこない場合には、後述の LIFEの終了が問題となる。
ただし海外に所在する資料など、あらかじめ定められた通常の応答期間で
は時間的に十分ではないであろう記録資料の提出が求められる場合、納税
者と担当調査官とは、その特定の資料提出要求のための特別の応答期限日
を、改めて合意のうえ定めうる（IRM 4.8：3）。
いかなる理由であれ、納税者が来るべき応答期限日を遵守し得ないもの
と判断することになった場合には、どの時点であれ、担当調査官に対した
だちにその旨を通知すべきとされている（IRM 4.8：4）。この場合、納税
者と担当調査官は、引き続き当該調査が諒解メモ上の所定の目標期間内に
適時に完了するよう、お互いに協力すべきとされる（IRM 4.8：4）。さら
に、これも後述の LIFEの終了と関連してくることであるが、納税者が応
答期限日前に適時に応答してきた場合であっても、担当調査官は納税者に
よる当該応答の十分性を審査し、必要であればその応答につき納税者との
間で話し合うものとされる（IRM 4.8：5）。
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さて、LIFE実施の中で、担当調査官が各争点につき合理的な更正理由
を導き出した場合には、可及的速やかに「更正案通知（Notice of
 
Proposed Adjustment：NOPA,書式5701）」を発し（IRM 4.9：2）、そうする
ことを通じて早期の調査の決着をはかるものとされる。これに対し納税者
は、あらかじめ諒解メモ上に特定して記載してある期間以内に、この更正
案通知に対し応答する（IRM 4.9：3）。この応答では、更正案通知に対し
ての同意又は不同意が示され、後者の場合にはそのことを支える全ての関
連事実や法的議論を述べておくべきものとされる（IRM 4.9：3）。
第五項 LIFEの終了
担当調査官であれ納税者であれ、一方当事者が諒解メモを通じ約束した
内容を継続して（consistently）遵守しなかった場合には、他方当事者は
LIFEを終了（termination）させうる（IRM 5.1：1）。もっともこの終了原
因として、内国歳入マニュアルに例示列挙されているものは、次のよう
に、どちらかと言うと“納税者の不遵守”を念頭に置いたものである
（IRM 5.1：1. A～H）。①資料提出要求の応答期限を守らない。②資料提出
要求に対し不十分な応答しかしない。③争点解決のための議論に適時に参
加しない。④重大性閾値を“下回る”主張を提出する。⑤根拠資料なく主
張を提出する。⑥重大性閾値を“超える”主張であっても諒解メモ指定期
間経過後になって提出する。⑦諒解メモに含まれている他の約束を守らな
い。⑧濫用的租税回避又は租税回避に係る IRS指定リスト上の取引を開
示しない。
なお、この内国歳入マニュアルの規定に付随する脚注においては、納税
者側に不遵守事由が一つあったからといって、必ずしも IRS側が LIFE
を終了させるわけではないとされている。ただし、その不遵守が「ひどい
（egregious）」ものであるのならば、一つの不遵守事由によっても終了へ至
りうるともされる。また別表（IRM Exhibit 4.51.3-4(04-01-2004)）では、
納税者の調査不協力に係る具体的な事例が挙げられており、かつ、その度
合いに応じた担当調査官の対処方法が一覧表にまとめられている。
早法81巻３号（2006）202
このように担当調査官が LIFEの終了をする場合には、納税者側の背信
行為といった正当な理由が求められているところ、納税者が LIFEを終了
するにあたっては、担当調査官の背信行為といった正当な理由はかならず
しも必要とされない。換言すれば、随意に納税者は LIFEを終了させうる
ようである（IRM 5.1：2）。もっとも、納税者からの終了を受けた場合、
担当調査官はその終了に至った理由を業務文書ないし事実経緯ファイルに
書き込んでおくものとされ、かつ、この情報については、将来、当該納税
者に対し新たな LIFEの利用を認めるかどうかが問題になった際に考慮さ
れるものとなっているので（IRM 5.1：2）、その限りにおいて納税者によ
る恣意的な終了の抑止がはかられているようである。
LIFEを終了するにあたっては、両当事者は、事前にその調査の中で生
じたその問題につき可及的に解決を試みるものとし、それでも解決しえな
い場合にはじめて、納税者又は統括係官は、相手方に対し口頭又は文書で
もって LIFEを終了させる旨の通知をする（IRM 5.1：3）。かくして LIFE
が終了した場合には、通常どおり全範囲調査が実施されることとなる
（IRM 4.10：1）。すなわち担当調査官は、以前実施した調査リスク分析を
再度見直した上で、統括係官に対し既に実施している LIFEに付け加える
べき争点を勧告する（IRM 5.2：1）。そして担当調査官は、その終了した
旨を、その終了理由とともに業務文書に書き込んでおく（IRM 5.2：1）。
第三節 小 括
以上のように LIFEとは、従来の全範囲調査であれば IRSが調査対象
とするはずの争点の中から、一定の限られた「争点」のみを調査対象とし
て絞る代わりに、納税者に対し資料提出要求や調査協議等にすすんで応じ
ることを求める調査プログラムである。またこの調査遂行の前提として、
「諒解メモ」という書面での合意が IRSと納税者との間で締結され、その
メモを基礎として調査が実施される。そしてこの諒解メモでは、重大性閾
値が明示的に規定され、IRS又は納税者による調査対象範囲の事後的拡
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張（争点の追加）につき一定の歯止めがかけられている。
さらに一方当事者がそのメモ上の約束に違反した場合には、他方当事者
は手続を終了させえ、その結果、本来の全範囲調査へと戻ることになる。
すなわちこの場合、IRSは可及的に疑問の余地ある全ての争点を提起し
て更正を試み、税収を上げようとする調査実施戦略をとることになるのに
対し、納税者も自己の利益追及という観点から、将来の税務争訟をも見据
えて、調査に対する協力の度合いを慎重に見極めた調査対応戦略をとるこ
とになる。
ここで LIFEの基本的な『理念』を確認すると、それは、全面的な範囲
での調査の実施を通じて納税者の所得を可及的に正確に把握し、そうする
ことによって「完全な」課税をはかろうとするよりも、複数の課税上の争
点に優先順位をつけ重要なものを選択し、それらに集中して調査を実施す
ることによって、「迅速な」課税をはかろうとすることにあると言え
(18)
よう。
そしてこの「迅速性」の理念のもと、LIFEは、従来の調査においてみ
られる課税庁と納税者との間での“対抗的な”手続構造を、一部の重要な
「争点」をめぐる調査という両者にとって最低限度共有可能な目標設定に
基づき、かつ、‘課税庁の自己拘束’と ‘納税者の任意協力’といった二つ
の自主性の契機を介在させることを通じて、“協調的な”手続構造へと
「変換」させることに、その理論的な意義があるように思われる。
すなわち、ここでは、調査“事件（case）”の迅速な解決という理念に
基づきつつも、その具体的なアプローチとして、当該事件の個別の“争点
（issue）”の解決に着目しようとする志向（以下、争点解決中心志向と称す
る）こそが、「対抗」から「協調」への手続構造上の変換を支える“基点”
となっているのではないかと思われる。問題は、かような「争点解決中心
志向」に基づく手続構造が、LIFEのみに認められる特異なものであるの
か、それとも、近時のアメリカ連邦税調査行政の動向の中に適切に位置づ
けられうるものであるのかという点である。
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第三章 代替的紛争解決（ADR）との関連性
本章では、LIFE同様、現在 LMSBが実施している行政プログラムで
あって、ADRに関する代表的なものをいくつかとりあげその概要を紹
(19)
介し、それぞれの手続構造を分析した上で、それらがいかなる共通の志向
に基づくものであるのかを確認
(20)
する。
第一節 委任命令4-24（Delegation Order4-24）
委任命令4-24は、1990年に導入され1996年に改訂さ
(21)
れた、「委任命令４
-236」の後継である。本命令は、現在調査対象の課税年度において問題と
なっているのと同一の争点が、以前に争われた、同一の納税者又は関連す
る納
(22)
税者にかかる、同一又は従前さらには以降の課税年度においても問題
となっており、かつ、その際にその争点をめぐり不服審査局（不服審
(23)
査部）
で和解が成立しているといった要件が充たされている場合において（IRM
4.45.15.2.1(11-15-
(24)
2004)1）、統括係官が現在問題となっている当該争点につ
き――本来であれば不服審査官のみが行使しうる――和解（settlement）
権限を行使することを認めるものである（IRM 2：2）。
もっとも、この和解権限を行使するかどうかに関しては、その統括係官
の裁量的判断にゆだねられており（IRM 2.2：1）、仮にこの権限の行使を
統括係官が拒否した場合であっても、納税者にはその決定につき不服を申
し立てる権利は認められていない（IRM 2.2：5）。ただし内国歳入マニュ
アルでは、礼儀の問題として（as a courtesy）、納税者はその拒否決定をし
た統括係官又はその係官の上司である地域統括官（territory manager）
と、この和解権限が行使されない理由をめぐり話し合いを申請しうるもの
とされている（IRM 2.2：5）。
さて、統括係官がこの和解権限を行使することによって、納税者との間
で正式な和解を成立させようとする場合には、事前に地域統括官に宛てて
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関連書類を送付し、そこでの審査と承認を受けなければならない（IRM 2.
3：1）。また、この和解においては、合意書式として「書式870-AD」や
「終結合意（closing  agreement）」が用いられねばならないのであるが
（IRM 2.4；IRM 2.5）、これら合意書式はいずれも通常の場合に調査段階で
用いられる「書式870」よりも強い法的拘束力を持つ。
以上のように、委任命令4-24の手続構造は、既に従前において不服審
査局で和解しているのと同一の争点が、再度不服審査段階で争われること
により生じうる IRS・納税者双方の重複負担を避けるため（IRM 2：1）、
本来は正式に和解することが認められていない調査部門の統括係官に対し
て、特別にその不服審査部門の「権限」を「委任」し、そうすることを通
じて調査段階で租税紛争事件が迅速に解決されることを目指すものである
と言え
(25)
よう。
第二節 早期照会（Early Referral）
本制度は、1994年に導入され1998年に内国歳入法典上明示の根拠（?
7213）が与えられたプログラムで
(26)
あり、「調査部門」である LMSBと「不
服審査部門」である不服審査局とが、同時並行的に（simultaneously）活
動することを通じて、より迅速に事件を解決するプロセスである（IRM
(27)
5：1）。すなわち納税者は、いま現在 LMSBの管轄下にある自らの租税紛
争事件において問題となっている争点の中でも、合意は成立していないが
既に十分に担当調査官との間で議論を尽くしている争点につき、不服審査
局へとただちに照会することを通じて、当該争点に関し不服審査を早期に
受けうる（IRM 5.1：1）。したがってこの場合、不服審査局に照会されて
いない他の争点に関しては、なお LMSBでの協議が続けられることとな
る（IRM 5.1：1）。
早期照会に適する争点として、①その争点が解決するのであれば事件全
体の解決がより迅速なものとなりうると見込まれる、②納税者と LMSB
とが早期に不服審査局へと照会されることに合意している、③照会される
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争点につき十分に議論が尽くされている、④早期照会された争点を不服審
査局が解決するまで残りの争点が解決しないものと見込まれる、といった
要件が挙げられている（IRM 5.2：1）。これに対し早期照会申請が認めら
れない場合として、上記の要件を欠いている場合のほか、事件全体につき
不服審査局での不服審査が認められことになる「予備的不足税額通知
（preliminary notice of deficiency：いわゆる30日レター）」が既に納税者に対
し送付されている場合や、首席法律顧問官事務所（Office of Chief Coun-
sel）がその争点につき訴訟を通じ争う旨の指定をしてきた場合等が挙げ
られる（IRM 5.3：1）。
この納税者による早期照会申請は、統括係官に対し書面でもって行われ
（IRM 5.4：1）、その書面においては、係争課税年度や早期照会する争点を
明示するとともに、その争点に対する納税者の見解を、関係事実や適用法
規を挙げた上で記載する（IRM 5.5：1）。この申請に対し統括係官は、実
現可能な限り、申請書受理の日から14暦日（calendar days）以内に申請納
税者に対し、当該争点の受理ないしは拒否をめぐる決定を通知する（IRM
5.8：1）。なお、早期照会申請が一部ないし全部拒否された場合であって
も、納税者にはフォーマルな不服申し立て手段は認められていない（IRM
5.9：1）。ただし納税者は、当該拒否決定をした統括係官の上司である地域
統括官との話し合いを申請しうる（IRM 5.9：1）。またそもそも早期照会
申請が拒絶されたからといって、納税者が後ほど正規の行政不服審査手続
を受けられなくなるわけでもない（IRM 5.10：1）。
納税者からの早期照会申請が受理された場合、担当調査官は、原則とし
て30暦日以内に、更正案通知（書式5701）を送付すべきとされ、かつ、そ
の通知書式では争点を明示した上で、担当調査官が妥当と考える更正案を
説明すべきものとする（IRM 5.11：1,2）。本通知を受けた納税者は、原則
として30日以内にその通知に対する自らの見解を記した応答書面を統括係
官に対して提出せねばな
(28)
らず、もし提出しなかった場合には、その早期照
会申請は取り下げられたものと見なされる（IRM 5.12）。
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納税者からの応答書面を受けた統括係官は、当該早期照会争点を不服審
査局へと移送し、係属させる（IRM 5.13：1）。その後の不服審査協議にお
いて、納税者と不服審査官との間で和解が成立した場合には終結合意が締
結され（IRM 5.15：1）、他方で和解が成立しなかった場合、その早期照会
争点は改めて不服審査段階での調停が試みられるほかは、再び LMSBへ
と差し戻される（IRM 5.16：1）。なお、この差し戻された争点をも含む全
体の事件について LMSBでの協議が不調に終わり、その結果30日レター
送付を経て改めて納税者により不服申し立てがなされることとなると、再
びこの同じ争点が不服審査局へと係属するにいたる。しかしこの場合、不
服審査局は、当該争点につき先の早期照会審査の時から重大な事情の変更
が生じていない限り、再び審査の対象としない（IRM 5.16
(29)
：2）。
以上のように、早期照会の手続構造は、全体としての租税紛争事件の迅
速な解決という観点から、一部の重要な「争点」を、伝統的な調査過程と
不服審査過程といった過程間の、あるいは、調査部門と不服審査部門とい
った組織間の垣根を越えて早期に「移送」し、そうすることを通じて、租
税紛争事件全体を“協働的”に処理するものであるといえよう。
第三節 ファスト・トラック和解（Fast Track Settlement：FTS）
2001年にパイロット・プログラムとして導入
(30)
され、2003年に恒久化され
た本
(31)
制度は、納税者とともに、LMSBと不服審査局の両部門が関わって
展開される（IRM 4.51.4.2(11-15-20
(32)
04)2）、「協働的紛争解決プロセス
（Collaborative Dispute Resolution Process）」である（IRM 2.2)。この両部
門関与の点、前節の早期照会とも類似するが、早期照会では、「争点」が
LMSBから不服審査局へと移送された上でそこでの解決が試みられるの
に対し、ファスト・トラック和解では、争点解決のため「職員」が不服審
査局から LMSBへと「派遣」された上で、その職員の調停能力を利用し
つつ、LMSBと納税者との争いの解決が試みられる（IRM 2：3）、という
点では異なっている。いわば LMSBの管轄内の事件にもかかわらず、重
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要な争点につき、不服審査局のツールを使って解決を目指そうとするもの
である（IRM 2.1：1,2.B）。
本制度は、およそ120日間で終了するように予定されており（IRM 2.
(33)
2：1）、不服審
(34)
査官は、事実認定や法律問題に関わる争点につき調停を試
みる。この調停によっても解決へと至らない場合には、不服審査官は和解
案を LMSBと納税者の双方に対し提示するのであるが、このさい不服審
査官は、正規の不服審査手続におけると同様、「訴訟になったときの危険
（hazards of litigation）」を考慮しうるものとされる（IRM 2.3
(35)
：3,5）。なお
後述のように、この和解案はいずれの当事者をも拘束するものでもない
（IRM 2.2：4）。また、そもそも本制度を通じ解決に至らなかったといっ
て、納税者が後になって不服審査局での正規の不服審査を求めることを禁
じられるわけではない（IRM 4.1：4）。
ついで本制度の利用対象事案であるが、LMSB管轄下の事件であるこ
と等の利用適格をそなえている事件であって（IRM 3.2）、かつ、争点をめ
ぐって十分に議論が尽くされているとみなされる場合であれば、いつでも
利用が認められる（IRM 2.4：1）。なお、ここで争点につき十分に議論が
尽くされている場合として、納税者に対し IRS側の見解を明示した更正
案通知（書式5701）が送付され、これに対し納税者から自己の明確な見解
と不同意理由を記した書面回答がなされたことがあげられている（IRM 2.
4：2）。ただしこのような場合でなくとも、「不服審査局 FTSプログラム
担当官（Appeals FTS Program Manager）」と「LMSB・FTSプログラム
担当官（LMSB FTS Program Manager）」の両担当官が合意すれば、利用
が認められうる（IRM 2.4：3）。
これに対し FTSの利用がふさわしくない場合として、争点が既に何ら
かの裁判所に係属してしまっている場合、事件につき30日レターが既に送
付されてしまっている場合、租税法律の合憲性につき争われている場合が
挙げられている（IRM 3.3：1）。同様に、FTSの利用対象外の場合として、
将来その争点につき訴訟を提起することを納税者が検討している場合や、
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首席法律顧問官通知その他それに類する公刊物で FTS適用除外と明示規
定されている争点の場合が挙げられている（IRM 3.3：2）。
さらに FTSの手続であるが、内国歳入マニュアル上、詳細な手続規定
がある。もっとも、基本的な構図としては、FTSの利用に合意した統括
係官と納税者とが“共同で”、LMSB及び不服審査局両部門の FTSプロ
グラム担当官に宛てて、「ファスト・トラック和解申請書（Application for
 
Fast Track Settlement）」を提出し（IRM 4.3.2：4）、この申請に対し、両
FTSプログラム担当官が“共同で”受理をするか否かの決定を下すとい
うかたちになっている（IRM 4.2.1）。その申請が受理されてのち、当該事
件につき担当の不服審査官が任命されると、一般に統括係官と納税者が申
請した協議場所、すなわち不服審査局の地方部局である不服審査部で協議
が実施される手はずが整えられる（IRM 4.3.2：3,5；IRM 4.4.5：2）。
このファスト・トラック協議では、まず最初の協議で、目標終了期日の
設定がなされるほか、さらに「ファスト・トラック協議報告書（Fast
 
Track Session Report）」（IRM 5.3.5）や「議題書（Agenda）」（IRM 5.2：1）
の作成も含め、協議実施の全体計画が練られる（IRM 5.1）。その後の各回
の協議においては、不服審査局（不服審査官）、LMSB（統括係官）、納税
者の三者間で“対等な”立場での協議がなされ、不服審査官は調停技術を
用い合意に至るよう努力する（IRM 5.3：1～4）。このさい、統括係官・納
税者・不服審査官間での合同協議のほか、適切な場合には二者間協議（統
括係官と不服審査官、納税者と不服審査官）も行われうる（IRM 5.3：6）。な
お、いずれの当事者であれ、協議を実施していく中で、FTSによっては
もはや解決がつかないと判断した場合には FTSを終了させうる（IRM 5.
3.7；IRM
(36)
5.3.8）。
不服審査官は、最終的に争点（事実認定・法律問題双方とも）に関して和
解の勧告をなしえ、全ての当事者がその和解案を受け入れるのならばそれ
が採択される（IRM 5.3.1：2）。なおこのさい、いずれの当事者もこの和解
案の受け入れを強制されない（IRM 5.3.1：3）。もっとも、納税者と不服審
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査官とは和解案に合意しているが、統括係官がその和解案を拒絶している
場合には、その和解案拒絶につき再審査させるため、その統括係官の上司
である地域統括官へと照会される（IRM 5.3.1：4）。この地域統括官が統括
係官による和解案拒絶に同意しない場合、その和解案は LMSBとして受
け入れられることになる（IRM 5.3.1：5）。反対に地域統括官がその和解案
拒絶に同意する場合には、地域統括官はその拒絶の意思を書面を通じ連絡
せねばならず、この場合その争点は和解不成立というかたちで終了する
（IRM 5.3.1：5）。
協議を通じて合意に到達した場合、ファスト・トラック協議報告書が不
服審査官により完成させられ、全ての当事者が当該報告書に署名する
（IRM 5.4.1：1）。この場合、不服審査官が和解権限を行使して合意が成立
したのであれば、終結合意が作成される（IRM 5.4.1：2）。これに対し協議
を通じて争点につき合意に至らなかった場合にも、やはり FTSは終了す
る。この場合、不服審査官は納税者と統括係官双方に対し書面を送付し、
参加者、未解決争点、納税者の不服申し立て権を説明する（IRM 5.4.2：
1）。
以上のように、ファスト・トラック和解の手続構造は、迅速な租税紛争
事件の解決という観点から、不服審査局の「職員」を LMSBへと「派
遣」し、そこでの争点解決を促進せしめるというかたちをとることを通じ
て、伝統的な調査過程と不服審査過程といった過程間を“融合”させ、か
つ、調査部門と不服審査部門といった組織間の垣根を超えた“協働”をは
かるものとなっている。
第四節 申告前合意（Pre-Filing Agreement：PFA）
申告前合意は、移転価格合意（Advance Price Agreement：
(37)
APA）にな
らって2001年にパイロット・プログラムとして導入
(38)
され、その一年後に恒
久化されたもので
(39)
ある。本制度は、納税者が、十分に確立した法が適用さ
れる事実に係る（factual in nature and governed by well-established law）
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争点につき（IRM 4.30.1.1(01-09-2002)2.C;IRM 4.45.15.7(11-15-
(40)(41)
2004)1）、
申告書提出前の段階において LMSBに対し調査を申請し、その段階で
LMSBとの間での（終結）合意を締結することを目指すものである（IRM
4.30.1.1：1；IRM 7：1）。
本制度の趣旨は、申告前の段階での調査のほうが、申告後の段階での調
査よりも、争点の解決にとって重要な記録や人物に適時に接しうる可能性
が高いゆえに、IRSにとっても納税者にとっても効果的かつ効率的であ
り得るとの考えに基づくものである（IRM 7：1）。もっともこの場合、申
告前の段階で、IRSが納税者の帳簿書類を、PFAを検討するために調査
することについては、内国歳入法典7605(b)――再調査の制限――に規定
されている当初の「調査」とはみなされず、したがってたとえ後になって
同様の争点につき改めて IRSが調査を実施することとなったとしても、
この規定に抵触するものではない（IRM 7.1：2）。
PFAの手続であるが、まず納税者による PFA申請は、統括係官及び
PFAプログラム担当官と産業部局長（Industry
(42)
Director）との二段階の審
査を受けることになる（IRM 4.30.1.3）。この審査に当たっては、十分に確
立した法が適用される事実に係る争点であるか、IRSや納税者側に PFA
のための調査に耐えうるだけの資源や能力があるか、さらに申告書提出期
限まで十分に PFA調査期間があるかといった点が審査される（IRM 4.30.
1.3：2）。
PFA申請が産業部局長により受理された場合には（IRM 4.30.1.1：3.
B）、統括係官を含む調査班、実地の法律顧問官（Field Counsel）、その他
その争点に関係する IRS職員、さらに納税者の代理人から構成される
「PFAチーム」が編成される（IRM 4.30.1.4：1）。ついでこのチームが招集
され導入協議（orientation meeting）が開かれることになるが、この場で
PFA申請を受理した産業部局の代表者（Industry analyst）は、PFAプロ
セスの概要や各参加者の役割・
(43)
責任を説明する（IRM 7.2：1；IRM 4.30.1.
4：2）。その後、PFAチームの中で調査計画が立てられ、それに即して関
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係事実が提示され、争点につき議論が展開される（IRM 7.2：1；IRM 4.30.
1.4：5）。なおこの議論にあたっては、地区法律顧問官（Area Counsel）か
らの支援を受けられる（IRM 7.2：1）。
これら争点をめぐる議論の後、統括係官は、納税者との間でインフォー
マルな協議を持ち、合意に達しうるかどうかを決定する（IRM 7.2：2）。
もし申告書の提出期限日前までに合意に達したならば、納税者は調査班や
地区法律顧問官と協力して、また必要であれば PFAプログラム担当官や
首席法律顧問官事務所等からの支援を受けつつ、終結合意案を作成するこ
とになる（IRM 7.2：2；IRM 4.30.1.5：1）。いったん作成された終結合意案
は、首席法律顧問官本部事務所の法律顧問官（Associate Office
(44)
Counsel）
による審査を受けねばならない（IRM 7.2：2）。最終的に納税者は、産業
部局長との間で正式に締結されたこの終結合意（IRM 4.30.1.6：5.J；IRM 4.
30.1.1：3.B）の内容にしたがって、自己の申告書を提出する義務を負う
（IRM 4.30.1.5：3；IRM 7.2
(45)
：6）。
以上のように、申告前合意は、通常の調査過程におけるのとは異なっ
て、“申告期限日前”において、「調査部門」である LMSBと「訟務部
門」である首席法律顧問官事務所とが連携の上、納税者との間で争点解決
を目指し、そうすることによって租税紛争事件の発生そのものを未然に防
止しようとする手続構造となっている。
第五節 集中争点解決（Accelerated Issue Resolution：AIR）
1994年に導入された本制度は、LMSB管轄の納税者の調査に関して生
じている、複数課税年度にわたる同一（same）ないし同様（similar）の争
点を一挙に解決するための調査手続である（IRM 4
(46)
：1）。すなわち本制度
は、現在調査対象となっている課税年度において生じた更正の結果を、本
制度に基づく合意が成立する時点までの後続課税年度――申告されてはい
るがいまだ調査は実施されていない課税年度――に対し、別途改めて正式
な調査を実施せずに及ぼすことを認めるものである（IRM 4.1：1）。
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この制度のメリットとして、調査の解決射程を、現在調査対象となって
いる課税年度を超え拡大せしめることから、その争点の基礎となっている
取引をめぐって、より多くの帳簿書類を調査対象としうるほか（IRM 4.
1：2）、本来であれば後に別途調査されることとなる課税年度における同
一の争点の解決を、同一の調査班及び納税者側の職員を用いて実施するこ
とによって、両者にとってより効率的に資源を利用しうることも指摘され
ている（IRM 4.1：3）。もっとも、この関係年度に係る調査は、申告前合
意の場合と同様に正規の調査とはみなされないので（IRM 4：3）、将来再
び IRSがその課税年度につき調査を実施しようとしても、内国歳入法典
7605⒝に基づく再調査に係る制約が及ばないことにも留意せねばならない
（IRM 4.4.4：4）。
AIRを希望する納税者は、争点、事実、適用法規、主張等を記載した
書面を提出することにより申請する（IRM 4.4.1：1）。このさい納税者は、
AIRの必要性を示すため、現在調査対象となっている課税年度において
なされる更正が、将来の課税年度に及ぼしうる影響を示す詳細な資料や計
算書を提出せねばならない（IRM 4.4.2：3）。この申請を受けた統括係官も
書面でもって納税者に応答し、申請された争点に関しAIRを認める旨、
又は、拒否の場合にはその理由を知らせねばならない（IRM 4.4.2：1）。
AIRは、あくまでも自主的な手続であり、納税者も IRSも後になって
終結合意が締結される前であれば、いつでもその手続を終了させうる
（IRM 4.4：3）。反対にAIRを通じ、納税者と統括係官の間で合意が成立
した
(47)
場合には、終結合意を締結しうることとなる（IRM
(48)
4.4.4）。ただしこ
れら終結合意が有効に締結されるためには、事前に地区法律顧問官によ
り、その法的十分性や執行可能性が審査されねばならない（IRM 4.4.5：
1）。また、そもそもAIRを実施するにあたっても、地区法律顧問官の支
援を利用しうるし、また利用すべきともされる（IRM 4.4.5：1）。
以上のように、集中争点解決制度は、直接に調査対象となっていない課
税年度についても、争点の同一性ないし同様性という観点から、IRSと
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納税者とが“まとめて”終結合意という形式でもって解決することを目指
す制度である。いわば争点解決という観点を中心に据えることによって、
調査対象に係る“課税年度”という制度枠組みを取り払い、調査部門と訟
務部門の連携のもと、納税者との間の租税紛争事件を一挙に解決しようと
いう手続構造となっている。
第六節 小 括
以上、各種のADRの手続構造を分析することによって見出しうる重要
な点は、「争点」が重視されているということである。すなわち、租税紛
争事件の迅速な解決を目指すという『理念』のもと、その具体的な制度と
して、「争点」に着目した手続制度が構築されているのである。
いわば、この“争点解決中心志向”に基づいて、それぞれ、委任命令４
-24では不服審査部門の「権限」が調査部門へと「委任」され、早期照会
では調査部門での「争点」が不服審査部門へと「移送」され、ファスト・
トラック和解では不服審査部門の「職員」が調査部門へと「派遣」されて
いる。また申告前合意でも、この志向に基づき、ほんらい申告期限後に行
われることとなる調査が調査部門と訟務部門との連携のもと「繰り上げら
れて」実施され、また集中争点解決においても、同様の志向に基づき調査
部門と訟務部門とが連携しつつ、課税年度が「束ねられて」調査される。
さらに、こういったADRの背景に見られる“争点解決中心志向”は、
前述のように、近時導入されるに至った LIFEにも内在しているのであ
り、そこではこの志向から、既存の制度枠組みにおいてみられた課税庁と
納税者との間での「対抗的な」調査手続構造が、「協調的な」調査手続構
造へと「変換」されていた。
かくして、以上の考察から LIFEとADRとの間においては、“争点解
決中心志向”という、その志向において共通性のあることを確認した。そ
してこの点は、実務においても意識されているようであり、例えば、2005
年に財務省税務行政監察官により出された LIFEに係る調査報
(49)
告書におい
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て、LIFEが LMSBの「争点運営戦略（Issue Management Strategy）」の
一環として位置付けられ、かつ、申告前合意やファスト・トラック和解と
の関連において言及されているのが示唆的で
(50)
ある。
第四章 むすびにかえて
以上、本稿では、アメリカにおいて2002年に導入された、新たな調査制
度である LIFEを中心的な素材として取り上げ、その特殊な調査手続の背
景にはいかなる『志向』があるのかにつき、その『手続構造』の分析を踏
まえ、かつ、近時のアメリカ連邦税調査行政において急速な発展を遂げて
きているADRとの関連性に配慮しつつ考察をおこなってきた。
以下、本稿での考察結果をまとめると、租税紛争に係るADRの背景に
は、個別の租税紛争事件の迅速な解決のためには、その「事件」全体の解
決という観点からではなく、その事件の前提となっている個々の「争点」
の解決という観点に立つべきとする「争点解決中心志向」が見られるので
はないかと指摘した。
また近時のアメリカ連邦税調査行政は、この志向に基づくことより、従
来からの「申告→調査→不服審査→訴訟」といったオーソドックスな税務
行政手続の流れを「変則化」させ、行政過程、行政組織、課税期間や申告
期限といった既存の制度枠組みの観点からみて、柔軟かつ多様な制度構築
をしてきている点をも指摘した。そして、最近になって新たに導入される
こととなった、協調的な手続構造を有する LIFEという調査制度も、実の
ところこの近時の連邦税調査行政における「争点解決中心志向」の大きな
流れの一環として位置付けられうるのではないかと指摘した。
もっとも、これら LIFEやADRといった、一見してダイナミックで、
法理論的にも法政策的にも興味深いアメリカの手続制度の展開から、わが
国への比較法上の実践的な示唆を考えるに当たっては、さしあたり以下の
点に留意せねばならない。
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まず、わが国において、LIFEのように、課税庁に対し納税者の納税義
務に係る争点の取捨選択に関して「重大性」という観点から裁量権を認め
ること、さらにはその取捨選択につき納税者との間で合意書面を取り交わ
すことを認めることが、租税法律主義に基づく“合法性の
(51)
原則”の観点か
ら見て、どこまで許されうるものであるのかについては、法理論上大きな
問題となりうる点である。
ついで、LIFEといった協調的な調査制度が「機能」する前提として、
そもそも本制度の対象が課税庁に対抗しうる組織力・交渉力をもった事業
納税者に限られていることが挙げられるが、このほかにも、アメリカでは
一般に、調査に当たっての事前通知や調査録音等に係る一連の“納税者の
権利保障”制度が存在し、ある程度の課税庁・納税者間での“対等性”が
法制度的に確保されている点にも注意せねばならない。この点、わが国で
は必ずしも十分なものとは言えず、この点の相違にもかかわらず、LIFE
をその表面のみに着目してわが国に導入することが、――たとえ大企業納
税者のみを対象にするとしても――、わが国の税務調査をめぐる現状から
見て、はたしてどこまで法政策的に妥当なものであるのか、やはり検討の
余地があろう。
さらに、LIFEの検討を通じてわが国への示唆を考えるに当たっては、
一般的な税務調査の実施期間（調査日数）をめぐる日米行政実務の相違を
も踏まえねばならない。すなわち日本では、担当調査官が一納税者に対し
短期集中的に調査を実施する傾向があるのに対して、アメリカでは、担当
調査官が複数納税者を掛け持ちしながら長期間にわたって調査を実施する
傾向にあると言わ
(52)
れる。したがって、このように日米両国において調査実
施期間における著しい量的差異があるのならば、たとえ日米両国において
迅速な税務調査の需要が共通してあるとしても、その「需要」は両国で質
的に異なる可能性が高く、それゆえにアメリカの調査実務を踏まえて創り
上げられた LIFEは、法政策的にみてそのままではわが国において妥当し
ないとも考えられうる。
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そして本稿で紹介してきたADRに関しても、それら特殊な手続制度の
前提として、アメリカの連邦税調査過程ないし不服審査過程一般に見られ
る「交渉（negotiation）―>和解（settlement）」の手続構造があるのであ
(53)
って、そのような手続構造ではないわが国の法制度にとっては、やはり法
理論上参照しうる限界があるように思われる。例えば、終結合意の利用ひ
とつをとってみても、わが国の現行法システムから見れば明らかに異質な
ものであろう。また逆に、わが国においても、「合意によるみなす審査請
求」（国税通則法89条）や「あわせ審理」（国税通則法104条２項～４項）な
ど、見方によってはADR的な要素（審級の省略や審判対象の拡張）を持っ
ているようにも見える既存の制度もあり、こういった特殊な制度が現在の
わが国の租税不服審査過程においていかに運用されているのか、さらにこ
れら制度とアメリカのADRとの本質的な相違がどこにあるのかに関して
も、なお検討しておく必要があるかもしれない。
かくして、本稿で紹介した LIFEやADRにつき、実践的な比較法研究
をするにあたっては、現時点においてもいくつも留意せねばならない点が
ある。もっとも、これら――日本と比べた――アメリカ税務行政過程“固
有”の事情については十分に留意せねばならない一方で、LIFEやADR
において見られる、争点解決という一定の戦略的見地に基づいた手続法
的・組織法的な制度構築のあり方に関しては、その“発想”において、わ
が国の税務行政過程に対しても、一定程度、示唆を与えうる点があるので
はないだろうか。
例えば、抽象的な指摘にとどまるが、争点解決の見地に基づき、課税庁
と納税者との間で――従来からの調査における相互の「対抗的な関係性」
を前提としつつも――何らかの『協調的な手続法上の仕組み』を構築でき
ないかといった点、さらに同じく、税務署又は国税局と国税不服審判所と
の間で――従来からの不服審判における相互の「独立的な関係性」を前提
としつつも――何らかの『協働的な組織法上の仕組み』を構築できないか
といった点については、わが国の税務行政過程においても、法理論上のみ
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ならず法政策上も興味深い論点ではないかと思われる。いずれにせよ、こ
れらの点に関しては、LIFEや個々のADRにかかる彼の国の運用実態を
踏まえつつ、またわが国の法制度や法状況を十分に踏まえつつ、今後さら
に具体的に議論をしていく必要があろう。
(１) LMSBは、賃金・投資部門（Wage and Investment:W＆I）、小企業・自営
業部門（Small Business and Self-Employed: SB/SE）、非課税・政府主体部門
（Tax Exempt and Government Entities:TE/GE）と並ぶ、IRSの四つの「事業
部門」のうちの一つであり、資産総額1，000万ドル超の事業納税者（法人及びパー
トナーシップ）を管轄する。この LMSBは、「金融サービス産業部局」、「小売・
食料・医薬品・健康福祉産業部局」、「自然資源・建設産業部局」、「通信・技術・メ
ディア産業部局」、「重工業・運輸産業部局」といった５つの産業類型ごとの部局に
区分され、それら部局が対象納税者の申告書処理から調査徴収までの責任を負って
いる。本稿では、「調査部門」としての LMSBに着目する。
なお本稿では、紙幅の都合上、アメリカ連邦税務行政上の基本的な制度――例え
ば調査部門や不服審査部門等の組織編成のありようや、書式870や終結合意等の合
意書式の法的性質など――に関しては詳細に触れることができず、その理解を前提
として叙述をすすめざるをえない。この点については、別稿において系統的に論じ
ているので、さしあたりそちらを参照されたい。拙稿「米国連邦税確定行政におけ
る『査定（assessment）』の意義（1）」福井大学教育地域科学部紀要（第Ⅲ部 社会
科学）第61号１頁以下（2005年）。
(２) 以下紙幅の都合から、LIFEに係る内国歳入マニュアル4.51.3の各規定につい
ては、「4.51.3.」の表記と日付の表記を省略した上で、次のように簡略表記する。
「IRM 4.51.3.1.1(04-01-2004)2」→「IRM 1.1：2」。
(３) See Timothy Catts,IRS Officials, Industry Debate LIFE Examinations,100
Tax Notes1637(2003)
(４) 本稿は、LIFEであれADRであれ、連邦税調査行政における“個別的な法制
度”に着目し、そのミクロな行政過程につき手続構造分析を試みる。この点、前掲
注（１）の拙稿や、また拙稿「米国連邦税徴収行政における手続的デュー・プロセ
ス」早稲田法学会誌第54巻53頁以下（2004年）は、それぞれ「連邦税確定過程」な
いし「連邦税徴収過程」といったように、“総体的な法システム”に着目し、その
マクロな行政過程につき手続構造分析を試みている（行政過程に係るミクロ的把握
とマクロ的把握に関しては、塩野宏『行政過程とその統制』19頁（有斐閣、1989
年）参照）。
なお、行政法現象につき、「行政行為」を中心として静態的に把握するのではな
く、「行政過程」に着目して動態的に把握しようとする行政法学の方法論的潮流、
すなわち「行政過程論」については、塩野・前掲書３頁以下や、佐藤英善『経済行
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政法』（成文堂、1990年）213頁以下をはじめとして、多くの論者により多様な議論
が展開されてきている。この行政過程論の諸相については、西鳥羽和明「行政過程
論と行政手法論（一）（二）」近大法学35巻１・２号１頁以下（1987年）、35巻３・
４号89頁以下（1988年）を参照されたい。
(５) なお前述のように、LIFEに関してまとまった議論をしている文献は、現段階
ではそれほど多くはない。さしあたり本稿執筆に当たっては、内国歳入マニュアル
の規定のほか、Amy Hamilton, IRS to Implement LIFE Next Month,97Tax
 
Notes1260(2002)や、2005年に財務省税務行政監察官（Treasury Inspector Gen-
eral for Tax Administration）により出された調査報告書、The Limited Issue
 
Focused Examination Process Has Merit, but Its Use and Productivity Are
 
Concerns (Feb, 2005), 2005-30-029などを参照した。さらに IRSのホームページ
（http://www.irs.gov/businesses/article/0,,id＝103618,00.html (last visited Oct.
31,2005)からの情報も有用であり参照した。とりわけ、LIFE実施の際に用いられ
る「諒解メモ」の指定書式や LIFEに関するQ&A資料が参考になる。
(６) LMSBの職員の階層に関しては、See Susan A.Berson,Federal Tax Litiga-
tion,2004(originally published2001),?1.03A［2］.さらに、http://www.irs.gov/
businesses/article/0,,id＝134521,00.html(last visited Oct.31,2005)では、LMSB
の主要な役職者氏名を含む一覧表が掲載されている。
(７) なお、内国歳入マニュアル（IRM 1.2：3）は、従来からの「全範囲調査」と
LIFEとの違いを指摘するとともに、従来から実施されてきたとされる「制限範囲
調査（limited scope examination）」と LIFEとの違いも挙げている。制限範囲調
査は、一つか二つの争点をめぐってしか実施しえないこと、担当調査官が省略しえ
る必要的調査事項が限られていること、さらに対象としうる事案がわずかであるこ
とといったように、特にその利用可能性において、LIFEとは大きな違いがあるよ
うである。
(８) とりわけ、以下に掲げるような場合には、LIFEの利用が非常に適切であると
される。リスク分析を通じて一定数の重大な項目を識別した場合、通常の調査でも
ってはその作業に要する負担が利用可能な資源を超えており調査対象の限定が求め
られる場合、従来実施した調査の経緯からみて納税者には諒解メモ上の約束を遵守
しうる意思と能力があると認められる場合、あるいは、納税者に対し過去に調査を
実施した経緯はないが、これまでのやりとりから当該納税者には諒解メモ上の約束
を遵守しうる意思と能力があると認められる場合、さらにたとえ過去に調査協力と
いう点で問題があった納税者であっても、現時点において当該納税者に遵守能力が
あると認められる場合などである。See IRM 2.1：1.A～G.
(９) なお、これら“複数”の場合に該当する納税者には、そもそも LIFEの利用が
禁じられるものとされる。See IRM 2.1：2
(10) LIFEの利用は、納税者に「権利（right）」として認められるのではなく、「特
権（privillege）」として認められるにすぎないことにつき、See Hamilton supra
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note5,at 1260.
(11) 事例として内国歳入マニュアル（IRM 3.5：2.A）では、同じ500万ドルの、一
回的費用のための引当金と、適格研究費（Qualified Research Expenditures）と
が挙げられている。すなわち、前者については更正がなされても将来の課税年度で
その効果が減殺されうる問題であるのに対し、後者は恒久的な影響を有する控除で
あるとして、後者の争点のほうが重大であるとされる。
(12) 事例として内国歳入マニュアル（IRM 3.5：3.A）では、納税者が同じく資本
的支出を費用控除した場合であっても、その項目につき、償却期間が15年であるほ
うが、償却期間５年である場合よりも、より重大であるとする。
(13) この省略しうる事項をまとめているチェックシートとして、See IRM Exhibit
4.51.3-2(04-01-2004).
(14) IRM 4.4の脚注（Note）では、繰り返し（recurring）争点とは、従前の調査
時において調査されていた争点であって、今回の調査においても問題になっている
争点のこと、また繰り越し（rollover）争点とは、従前の調査時においてある争点
が更正された結果として、今回の調査においても更正が必要となる争点のことと説
明されている。
(15) 諒解メモに添付されている「諒解メモ記入説明書（Instructions for Complet-
ing the MOU）」を参照（前掲注（５）のHPより入手可）。
(16) See IRM Exhibit 4.51.3-3(04-01-2004)Step 5
(17) なお調査対象範囲の拡張に対する重大性閾値の設定は、そもそも選定された争
点が調査されるその「深度（depth）」にまで影響を与えるものではない。また、
この重大性閾値が設定されたからといって、調査の結果 IRSが提案しうる更正税
額が制約されるものでもない。See IRM 4.5：7
(18) 前掲注（５）所掲の「報告書」５頁～６頁では、2003～2004財政年度（fiscal
 
year）における、LIFEと非 LIFEとの間の平均調査実施日数が挙げられており、
前者が343日間、後者が579日間ということで、前者が後者よりも236日間も調査実
施期間が迅速化されている旨を指摘している。なお、この調査実施期間について
は、後掲注（52）参照。
(19) 本稿では、主として「調査部門（LMSB）」段階で問題となるADRを紹介す
る。したがって例えば、不服審査局段階で実施される「調停（mediation）・仲裁
（arbitration）」や租税裁判所段階での「仲裁（arbitration）」など、他にも注目す
べきADRがあるが、本稿では考察の対象としない。
(20) 租税事件に係る代替的紛争解決プログラムに関し論ずる文献は数多い。さしあ
たり本文以下の叙述にあたっては、次のような文献を参照した。See e.g.,Michael
 
I.Saltzman,IRS Practice and Procedure,Revised2??ed.2002,??8.15［6］,9.04;
Ronald A.Stein,Settling with the IRS :The Importance of Procedure,107Tax
 
Notes1675,1690-1692(2005);Joni Larson,The IRS’s Push Towards Settlement
:New Programs Provide Opportunities for Resolving Disagreements,83MI Bar
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Jnl 34(2004);Trevor Wetherington & Vincent Canciello, Settling with the
 
IRS :New Avenues Expedite Conflict Resolution,80MI Bar Jnl48(2001);John
 
M. Beehler, IRS Alternative Dispute Resolution Initiatives, The Tax Adviser
(Feb,2000);Thomas Carter Louthan & Steven C.Wrappe,Building a Better
 
Resolution :Adapting IRS Procedures to Fit the Dispute,13Tax Notes Int’l1473
(1996)(この翻訳として、デロイトトウシュトーマツ勝島敏明税理士事務所移転価
格チーム翻訳「米国の代替的紛争解決手続（上）（下）」国際税務（International
 
Taxation）18巻３号、４号（1998年）がある)。さらに最新の情報として、次の
IRSのホームページも参照。http://www.irs.gov/individuals/article/0,,id＝
96779,00.html（last visited Oct.31,2005）
なお、アメリカの租税紛争事件に係るADRを紹介している文献として、八田陽
子「米国税務調査において追徴を受けた場合の救済措置」租税研究650号80頁以下
（2003年）参照。さらに関連して、アメリカ行政紛争事件一般におけるADRをめ
ぐる最近の論考として、大橋真由美『行政紛争解決の現代的構造』（弘文堂、2005
年）がある。
(21) この改訂の経緯に関しては、See Saltzman,Ch.8,at 137-138.
(22) この「関連する納税者（related taxpayer）」とは、例えば次のような場合で
ある。納税者Aと納税者 Bとが、ある課税年度において、同じ取引ないし課税要
件事実に直接に関係しており、Aと Bとは論理的に同じ課税取り扱いを受けるこ
とになっている。その取引ないし課税要件事実について、納税者Aに対し LMSB
により更正案が提示され、それをめぐって不服審査局において両者間で和解が成立
した。こういった場合、のちに統括係官は委任命令 4-24に基づいて、納税者 Bの
事件についても、納税者Aに係るこの和解と一貫した方法でもって和解決着しう
る。See IRM 4.45.15.2.2(11-15-2004)3.A
(23) 不服審査局の地方部局が「不服審査部（Appeals Office）」であり、実際には
ここで不服審査官による審査が実施される。
(24) 以下紙幅の都合から、本節 委任命令 4-24と次節 早期照会に係る内国歳入マ
ニュアル4.45.15の諸規定に関して、「4.45.15.」の表記と「日付」の表記を省略した
上で、次のように略記する。「IRM 4.45.15.2.1(11-15-2004)1」→「IRM 2.1：1」
(25) 委任命令 4-24と同趣旨のものとして、委任命令 4-25がある。本制度は、不服
審査局が和解指針（IRM 3.6）を示し、組織として統一的な取り扱いを実施してい
る「調整対象争点（coordinated issues）」に関し、委任命令 4-24の場合のように、
統括係官が正式な和解権限を行使することを認めるものである（IRM 3.1：1）。た
だし、統括係官がこの権限を行使するに当たっては、LMSBの専門助言官（Tech-
nical Adviser）や不服審査局の産業専門プログラム調整官（Industry Specializa-
tion Program Coordinator）といった関係職員と密接に連携した上でなければな
らない。例えば、統括係官が納税者との和解を成立させる前にはこれら両職員の審
査と承認が必要であるほか（IRM 3.3：6）、納税者との間での和解のスタンスを形
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成するに当たっても、これら両職員の支援や参加を受けなければならない（IRM
3.3：3；IRM 3.2：1）。
(26) See IRS Restructuring and Reform Act of1998,?3465(a).
(27) See also Rev.Proc,99-28,1999-2C.B.109.なお、徴収事案に関しても早期照
会が用いられうる――いわゆる徴収不服審査プログラム（Collection Appeal Pro-
gram：CAP）――が、この点の紹介は割愛する。See id.,?5.さらに前掲注（４）
に掲げた拙稿・2004年論文83頁も参照。
(28) この応答書面は、正規の不服審査手続における「不服申立書（protest）」と同
様の機能を果たすものとされる。See IRM 5.14：1
(29) なお、ある事件の調査協議終了時点において、その事件の中にある唯一の合意
不成立争点が、既に早期照会を経て不服審査局により検討されており、かつ、そこ
で和解不成立として改めて LMSBに対し差し戻されていたものである場合におい
ては、もはや30日レターは送付されない。その代わりにこの場合、「正式不税額通
知（statutory notice of deficiency；いわゆる90日レター）」が送付され、もうい
ちど不服審査の過程を経ることなく、納税者に対し直接に租税裁判所での訴訟の機
会が与えられる。See IRM 5.17：3
(30) See Notice2001-67,2001-2C.B.544.
(31) See also Rev.Proc.2003-40,2003-25IRB 1044.さらに前掲注（20）の文献の
他にも、See also Berson,??1.06［1］,［2］. なお、この LMSBが関わるファスト・
トラック和解に類似する制度として、「小企業・自営業部門（SB/SE）」には、「フ
ァスト・トラック調停（Fast Track Mediation：FTM）」がある。さしあたり、
See Rev.Proc.2003-41,2003-25IRB 1047.See also Berson,?1.07［8］［b］.
(32) 以下紙幅の都合から、本節 ファスト・トラック和解に係る内国歳入マニュア
ル4.51.4の諸規定につき、「4.51.4」の表記と「日付」の表記とを省略し、次のよう
に略記する。「IRM 4.51.4.2(11-15-2004)2」→「IRM 2：1」
(33) この点、先の FTM では30日間～40日間となっている。See Rev. Proc. 2003-
41,supra note31,?3.03.
(34) なお、ここで言う「不服審査官（Appeals Officers）」は、不服審査事件チー
ム統括官（Appeals Team Case Leader:ATCL）と通常の不服審査官の両者を含
む。See IRM 4.4.1：5
(35) この点 FTM では、担当不服審査官は「訴訟になったときの危険」基準を考慮
した和解案提示をなしえないとされていたが、近時 SB/SEでも、FTSが正面か
ら認められることになったもようである。See Sheryl Stratton,Fast Track Settle-
ment Now Available to Small Businesses,107Tax Notes548(2005)
(36) なお、不服審査官が FTSを終了させる場合には、不服審査局 FTSプログラ
ム担当官の事前承認が必要であり、また統括係官が FTSを終了させる場合にも、
地域統括官や LMSB・FTSプログラム担当官の事前承認が必要とされる。See
 
IRM 5.3.7：2,3.さらに、不服審査官であれ統括係官であれ、FTSを終了しようと
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する場合には、その理由を書面にて他の当事者に通知し、また、とくに納税者に対
しては正規の不服審査手続を説明すべきものとされる。See IRM 5.3.7：4.
(37) 本制度に関しては、さしあたり例えば、八田陽子「米国における移転価格事前
確認手続について」租税研究581号59頁以下（1998年）参照。
(38) See Notice2000-12,2000-9I.R.B.727
(39) See also Rev.Proc.2001-22,2001-9I.R.B.745;Rev.Proc.2005-12,2005-2I.
R.B 311. また前掲注（20）の文献の他にも、See also Berson, ?1.03A［2］［d］;
Cym H. Lowell & Mark R. Martin, U.S. IRS Expands Prefiling Agreement
 
Program :Potential Benefits For Multinationals,37Tax Notes Int’l1011(2005)
(邦訳として立川正三郎 翻訳責任「米国 IRSは事前合意制度を拡大」租税研究668
号157頁以下（2005年）がある)。
(40) なお、法律問題（questions of law）については、申告前合意ではなく、pri-
vate letter rulingによるべきであるともされる。See IRM 4.30.1.1(01-09-2002)2.
C.本制度に関しては、例えば、望月爾「アメリカのアドバンス・ルーリング制度
の再検討」政経研究72号119頁以下（1999年）を参照。
(41) 以下紙幅の都合から、本節 申告前合意と次節 集中争点解決に係る内国歳入マ
ニュアル4.45.15に係る諸規定については、「4.45.15.」の表記と「日付」の表記を省
略した上で、次のように略記する。「IRM 4.45.15.7(11-15-2004)1」→「IRM 7：
1」もっとも一方で、本節 申告前合意に係る内国歳入マニュアル4.30.1の諸規定に
関しては、この4.45.15の略記との混同を避けるため、次のように「日付」の表記の
みを省略する。「IRM 4.30.1.1(01-09-2002)2.C」→「IRM 4.30.1.1：2.C」
(42) LMSB五つの部局の各トップであり、したがって、これまで触れてきた地域
統括官、統括係官、担当調査官を統率する役職である。前掲注（６）参照。
(43) この点に関しては、IRM 4.30.1.6が詳しく規定する。
(44) See IRM Exhibit 4.45.1-1(11-01-2004)
(45) なお、申告前に合意に至らずいったん申告書が提出されてしまった場合であっ
ても、引き続き協議がなされ、申告期限日到来の後になってはじめて合意が成立す
ることになった場合には、納税者は修正申告書の提出手続をとることが望まれる。
See IRM 4.30.1.5：4；IRM 7.2：7.
(46) See also Rev.Proc.94-67,1994-44I.R.B.800
(47) なお、合意をするかどうかに当たって統括係官が検討すべき点として、IRM
4.4.7：2では、納税者によりとられている見解と相反するような revenue ruling・
財務省規則・裁判所の判決・歳入手続等があるかどうか、現在その争点が不服審査
局ないし係属中の訴訟において検討されているか、合意に影響を与えうる立法がな
されようとしているか等といった点が挙げられている。
(48) なおAIRに基づく終結合意には、委任命令4-24の対象となる争点、すなわち
従前に不服審査局で和解されていた争点も含めうる。See IRM 4.4.6：1
(49) See supra note5,Report,at 3-5.
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(50) なお、このような戦略の一環として、必ずしも個別の納税者との関係でのプロ
グラムではなく、全般的な調査プログラムとしての位置付けではあるが、争点を重
視した調査として、全米各産業部門において、共通して問題となっている税務会計
上の争点につき、全米規模で調査官が横断的に協力し合い調査を実施するプログラ
ムである、「共通調査対象争点（Compliance Coordinated Issues）」プログラム
（従前に「産業別専門プログラム（Industry Specialization Program：ISP）」と呼
ばれていたもの）や、これと類似する「産業別争点解決（Industry Issue Resolu-
tion：IIR）」といった調査プログラムもある。本稿では取り上げられなかったが、
これらの調査プログラムについても、別途考察する必要があろう。さしあたり両プ
ログラムに関しては、それぞれ See Saltzman,?8.09［1］; George Guttman, A
 
Closer Look at the Industry Issue Resolution Program,90Tax Notes1769(2001).
(51) 金子宏『租税法（第十版）』（弘文堂、2005年）83頁～84頁参照。
(52) 八田陽子「米国における税務調査での効果的な防衛策」国際法務戦略８巻９号
37頁（1999年）参照。また前掲注（18）の指摘も参照。さらに、前掲報告書（See
 
supra note5,Report,at4）では、調査実施期間につき、次のような IRS長官の上
院財政委員会証言が挙げられている。すなわち IRSでは、複雑な法人申告書につ
いては、担当調査官に割り当てられるまでに平均二年の期間がかかること、また同
様に、複雑な大法人に対する調査が終了するまで申告書提出から五年間がかかり、
さらに加えて、不服審査の期間は別途二年間もかかる旨が述べられている。
(53) この点は、前掲注（１）の拙稿において論じている。
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975
700
125
60
項目
⑴売掛金・受取手形
⑶株主への貸付金
⑷その他の投資
⑹株主からの借入金
⑻長期負債（支払繰延報酬）
金額
200
,
950
1，400
700
60
1，500
400
50
125
20
75
600
1，800
不明
不明
⑼売上（繰り延べ）
品
?役員報酬
?修繕費
?専門家への報酬
?ISO9001認証費用
?雑費
?欠損金控除（繰戻し請求）
?別表M との調整（12ヶ所）
, .
?合併買収に係る争点
?株主・役員の私的使用物品
1，500
400
110
800
400
50
125
20
75
600
1，800
不明
不明
不明
⑼売上（繰り延べ）
?返品・売上値引
?ロイヤリティ収入
?売上費用（リベート）
?役員報酬
?修繕費
?専門家への報酬
?ISO9001認証費用
?雑費
?欠損金控除（繰戻し請求）
?別表M との調整（12ヶ所）
?会社間配分（Reg,1.1502）
?合併買収に係る争点
?株主・役員の私的使用物品
※金額欄は一万ドル単位 ※取消し線項目は調査対象外に決定
【ステップ２：調査リスク分析結果】
付表：LIFEの対象争点選定までの流れ【Exhibit4.51.3-3(04-01-2004)】
【ステップ１：LUQ項目の識別】
項目
⑴売掛金・受取手形
⑵棚卸資産?263A
⑶株主への貸付金
⑷その他の投資
⑸買掛金
⑹株主からの借入金
⑺長期負債（モーゲッジ）
⑻長期負債（支払繰延報酬）
金額
200
1，200
950
1,400
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項目 金額
⑴売掛金・受取手形 200
⑶株主への貸付金 950 ⑶株主への貸付金 950
⑷その他の投資 1，400 ⑷その他の投資 1，400
⑹株主からの借入金 700 ⑹株主からの借入金 700
⑻長期負債（支払繰延報酬） 60
⑼売上（繰り延べ） 1，500 ⑼売上（繰り延べ） 1，500
?役員報酬 400 ?役員報酬 400
?修繕費 50
?専門家への報酬 125
?ISO9001認証費用 20
?雑費 75
?欠損金控除（繰戻し請求） 600 ?欠損金控除（繰戻し請求） 600
?別表M との調整（12ヶ所） 1，800 ?別表M との調整（12ヶ所） 1，800
?合併買収に係る争点 不明 ?合併買収に係る争点 不明
?株主・役員の私的使用物品 不明 ?株主・役員の私的使用物品 不明
※本リストは納税者に提示される ※取消し線項目は調査対象外に決定
【ステップ５：LIFE対象争点】
項目 金額
⑶株主への貸付金 950
⑷その他の投資 1，400
⑹株主からの借入金 700
⑼売上（繰り延べ） 1，500
?役員報酬 400
?欠損金控除（繰戻し請求） 600
?別表M との調整（12ヶ所） 1，800
?合併買収に係る争点 不明
?株主・役員の私的使用物品 不明
※本リストは「諒解メモ」に添付
【ステップ３：本来調査対象となる争点】 【ステップ４：?重大性」基準からの絞込み】
項目 金額
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